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政策評価の結果の活用状況 

・各行政機関が行った政策評価の結果を活用し、個々の事務事業の効率性等

の検証を行い、予算に的確に反映。 

政策評価の結果の 25年度予算への活用額は 114 億円。 ・

 

◆ 主な活用事例 

《厚生労働省》 

○ 公共職業安定機関等における需給調整機能の強化及び労働者派遣事業の適正な運営を

確保すること 

＜政策・施策の概要＞ 

・公共職業安定所における労働力需給調整機能を強化すること 

労働者派遣事業、職業紹介事業等の適正な運営を確保すること 

官民の連携により労働力需給調整機能を強化すること 

・

・

＜政策評価の結果等＞  ＜ ＞ 

政策評価の結果において、公共職業安

定所における需給調整機能については、

・ 雇用失業情勢の回復に一定程度寄与

（有効性） 

・ 限られた予算・人員の中で効率的に

事業を運営（効率性） 

としている。 

 

厚生労働省は、効率的な運用を図りつ

つ、早急な対策が求められている分野に

ついては、拡充を図るなど、施策目的を

達成するため、引き続き必要な予算を要

求。 

政策評価の結果の活用の内容等

効率的な事業運営を行う必要がある

としている政策評価結果を踏まえ、 

・ 公共職業安定所における需給調整

機能を担うキャリア・コンサルティ

ング実施費について、職業相談員や

就職支援ナビゲーターの配置数等を

見直して経費を縮減。 

・ 失業給付受給者等就職援助対策費

について、求人情報誌の印刷・発送

費、個別求人開拓旅費の削減を行う

など、事業全体の更なる見直しを行

うことにより、所要額を精査。 

 

【活用額：▲547 百万円】
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《法務省》 

○ 人権の擁護 

＜政策・施策の概要＞ 

人権の擁護に関する施策を総合的に推進し、人権が尊重される社会の実現に寄与する。 

＜政策評価の結果等＞  ＜ ＞ 

政策評価の結果において、イベント的

な要素を取り入れた啓発活動は人権尊

重理念普及の第一歩として有効な手段

であるとしている。 

 

法務省は、この政策評価結果を踏ま

え、国民の人権に関する理解・関心の度

合いに応じて人権啓発活動等に必要な

予算を要求。 

政策評価の結果の活用の内容

政策評価結果を踏まえ、啓発活動に

ついて、ミニフェスティバルにおける

啓発グッズやラッピングバスによる啓

発活動について、より有効な手法に見

直しを行うなど、要求内容を精査の上

必要な予算を措置。 

【活用額：▲129 百万円】

、

 
 

《内閣府》 

○ 防災政策の推進（うち、防災に関する普及・啓発） 

＜政策・施策の概要＞ 

国家公務員防災担当職員合同研修を実施するとともに、自然災害への対応記録や検証結

果をまとめたテキストを作成し、国における防災担当人材の育成を進める。 

＜政策評価の結果等＞  ＜ ＞ 

政策評価の結果において、国の防災担

当職員を対象とした体系的な研修の機

会となる国家公務員防災担当職員合同

研修は、事業の成果を定量的に測定して

いないものの、過去の災害の教訓等を体

系的に学ぶ有効な手段であるとしてい

る。 

 

内閣府は、過去の災害の教訓等を体系

的に学ぶ有効な手段であるため、本事業

に必要な経費を要求。 

政策評価の結果の活用の内容

政策評価結果において、本事業の成

果を定量的に測定していなかったこ

と、また、平成 24 年 7 月 31 日にまと

められた防災対策推進検討会議の最終

報告で国と地方との連携強化を図るべ

きとされたことを踏まえ、国の職員の

みを対象とした本事業は廃止した。 

なお、本事業は、精査の上、同最終

報告書等を踏まえ、別途要求された国

と地方等における人材育成事業を活用

し、効率的・効果的な事業とした。 

 

【活用額：▲７百万円】

（計数については、精査の結果、異同を生じる場合がある。） 
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平成 25 年度税制改正における政策評価の活用 

１．政策評価活用のための枠組み 
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  税制改正要望に際し、要望書に各府省が行った政策評価の結果の記載 

【参考】要望書記載事項 

   ・ 政策目的、施策の必要性 

・ 各府省の政策体系における政策目的の位置付け 

   ・ 政策の達成目標、政策目標の達成状況 

   ・ 要望の措置の適用・効果見込み 等 

  総務省行政評価局が、各府省の実施した政策評価について、十分な説明・分

析が行われているか点検し、公表（税制改正作業に参考として活用） 

  租税特別措置適用状況の透明化等に関する法律に基づき、法人税関係特別措

置の適用実態調査を実施（３月１日に最初の国会報告） 

 【参考】租税特別措置の適用実態調査の結果に関する報告書の概要 

① 調査対象：平成 23 年 4 月 1 日から平成 24 年 3 月 31 日までの間に終了した事業年度

における法人税関係特別措置（85 措置）の適用状況 

   （注）対象となる租税特別措置：法人関係租税特別措置のうち税額又は所得の金額を減

少させるもの 

② 適用法人数：919,717 法人、適用件数：1,254,869 件 

③ 適用実態調査の結果に関する報告事項 

・ 適用件数・適用法人数・適用総額 

・ 業種別・資本金階級別適用件数・適用総額 

・ 業種別・所得階級別適用件数・適用総額 

・ 措置別高額適用額（上位 10 社） 



 

 

  

 

 

２．政策評価の活用状況 

  平成 25年度税制改正における租税特別措置の見直し結果 

政策税制措置（租税特別措置法の規定による特例措置のうち税負担の軽減

等を図るもの）について、82項目を見直し、うち 23項目を廃止・縮減 

 

25 年度

改正前 
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  政策評価の活用事例 
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【 】 
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【 】 

 

 

【事例１】適用件数が僅少であったことから、その要因を分析し、政策や施

策の見直しを行った例 

改組・拡充を行った例
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半島振興対策実施地域等における工業用機械等の特別償却制度

現行制度の概要

半島振興対策実施地域等において工業用機械等の取得等をした場合に

は、取得価額の 10％（建物等は６％）の特別償却ができる。（適用期限：

平成 25年 3月 31 日） 

適用実態調査結果（平成 23年度）

適用件数：39件、特別償却額７億円（うち中小企業：21件、２億円） 

所管官庁の要望及び政策評価

要望：単純延長（２年延長） 

政策評価： 

・達成目標の測定指標：製品出荷額の増加（対前年比）半島地域：-22.0% 全国値：-20.9％

・本措置が延長されない場合、半島地域の産業が停滞し、雇用環境の悪化等の懸念 

総務省による点検結果

 本租税特別措置等が目標の達成にどの程度寄与するのかが明らかでない測

定指標を用いているため、適切な測定指標を用いて、本租税特別措置等によ

る効果・達成目標の実現状況を説明する必要があるなどの指摘。 



 

【平成 25年度改正案における見直し】 

 各市町村の取組みと一体的に運用し、本制度の効果（投資促進）を高める

ため、半島振興対策実施地域全域を対象とする現行制度を改め、所管大臣

（国土交通大臣等）の定める基準に基づき産業振興計画を策定した市町村

に対象地域を限定 

 地域の特殊性に応じた産業育成を可能とするため、対象事業を拡充する

こととし、従来からの製造業及び農林水産物等販売業に、新たに情報サ

ービス業と旅館業を追加 

 中小企業の適用が多いことに鑑み、政策目的を雇用創出能力の高い企業

の誘致だけではなく、地場の小規模・中小企業の育成にも広げることと

し、投資要件を緩和するとともに、事業・資本金ごとにきめ細かく設定

（従来の要件）2，000 万円超 

（新しい要件） 

  製造業・旅館業： 資本金 1,000 万円未満  500 万円以上 

              5,000 万円未満 1,000 万円以上 

               5,000 万円超  2,000 万円以上 

  農林水産物等販売業・情報サービス業： 500 万円以上 

（注）規模要件は雇用創出効果のある投資を促進するために設けている。

 中小企業がより恩典を受けやすい割増償却制度に変更し、償却率を拡充

（現行の特別償却率）10％（建物等は 6％） 

（新しい割増償却率）5年間、32％（建物等は 48％） 

（注１）現行は、対象資産を取得等した事業年度に、取得価額の 10％（建物等は 6％

を特別な償却費として計上できる制度（１年間繰越可能）。新しい制度は、対象

資産を取得等した事業年度を含めて 5 年間、減価償却率を 32％割増し（建物等

は 48％割増し）して償却費を計上できる制度。 

償却期間 8 年の機械・装置、20 年の建物の場合、新しい割増償却率による特

別な償却費の５年間での合計は、それぞれ取得価額の 20％、12％である。 

（注 2）一般に割増償却では、単年度の特別な償却費は特別償却と比較して小さく設

定する一方、特別な償却費を計上できる機会（事業年度）は多く設定すること

から、赤字又は所得金額（利益）が比較的小さく、単年度での大きな特別の償

却費の計上を敬遠する傾向がある中小企業にも有効な施策と考えられる。 

）
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◎

  【 】 

   

      

【 】 

  

 

【 】 

 

要件の 見直しを行った例
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 探鉱準備金又は海外探鉱準備金、新鉱床探鉱費又は海外新鉱床探鉱費の特別

控除 

現行制度の概要

新鉱床探鉱費等の支出に備えるため、積立限度額以下の金額を準備金と

して積み立てた場合には、その積立額を限度に損金算入できる。 

（参考）積立限度額：海外自主開発法人（海外で資源開発を行う出資割合

50％以上の関連会社）から取得した鉱物販売に係る所得金額

（利益）の 50％。 

適用実態調査結果（平成 23年度）

適用件数：４３件、積立金の損金算入額４９９億円

所管官庁の要望及び政策評価

要望：鉱山経営の多様化を踏まえ、海外探鉱準備金制度について、国内鉱業

者要件、現地法人に対する出資等割合要件及び採取鉱物引取数量割合

要件について緩和、延長 

   （参考）各要件の概要 

     国内鉱業者要件：対象法人又はその子会社が国内に鉱山を有すること、及びそ

の法人の営む事業が鉱業を主とするものであること（鉱業権、製錬設備

の保有状況等から判断） 

     海外自主開発法人に対する出資等割合要件：対象法人から海外自主開発法人に

対する出資等の割合が 50％以上であること 

     採取鉱物引取数量割合要件：海外自主開発法人の採取鉱物のうち、我が国へ引

き取る数量が 50％以上であること 

政策評価： 

・所管官庁の適用調査（聞き取り調査） 

探鉱準備金制度（平成 23 年度）：利用企業数 37 件、準備金積立額 391 億円 

海外探鉱準備金制度（平成 23 年度）：利用企業数１件、準備金積立額 94 百万円 

・拡充・延長されなかった場合、探鉱活動が縮小し、自主権益が減少するおそれ。 



 

 

 

【平成 25年度改正案における見直し】 

海外探鉱準備金制度について、 

 国内の金属鉱山数が大幅に減少している現状に鑑み、国内鉱業者要件を

緩和し、対象者に国内鉱業者に準ずる者（海外子会社が海外鉱山を有し

ており、主たる事業が鉱業である法人）を追加 

資源開発費の増加傾向、海外資源メジャーとの財務体質の格差、諸外

国の資源ナショナリズムの高まり、我が国企業の海外資源開発への参

加状況等を踏まえ、国内鉱業者等による海外自主開発法人への出資等

割合要件を緩和（50％→25％） 

権益比率に応じて鉱物引取数量が決められる国際的な取引慣行を踏ま

え、採取鉱物引取数量割合要件を緩和（50％→30％） 

（注）本制度は、我が国鉱業事業者の海外展開を支援し、もって我が国の権益を確

保（鉱物資源の安定供給確保）することを目的とするもの。このため、一定の

要件を設け、基準を満たす海外開発プロジェクトを促進することとしているが

それぞれの要件の趣旨は以下の通り。 

○ 国内鉱業者要件：我が国企業の鉱山技術の維持・確保、オペレーターシッ

プ（鉱山運営能力）の向上を図るため、自ら鉱業を行う事

業者を対象とする 

○ 海外自主開発法人への出資等割合要件：我が国の権益を確保する観点から

我が国企業の影響力が確保される海外資源開発プロジェク

トを対象とする 

○ 採取鉱物引取数量割合要件：鉱山事業者の海外展開の結果を、我が国経済

全体が裨益すること（鉱物資源の安定供給確保）が政策目

的であることに鑑み、採取鉱物の我が国への引取数量が一

定以上のものを対象とする 

 

 

、

、

- 8 -



 

  

◎ 
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【 】 

  

 

【 】 

 

 

【 】 

 

【事例２】適用がなく効果が確認されないため廃止した例 
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特定高度通信設備の特別償却 

現行制度の概要

電気通信基盤充実臨時措置法の実施計画の認定を受けた中小企業者が

特定高度通信設備の取得等をした場合には、取得価額の 15％の特別償却

ができる。 

（参考）本制度は、公共アプリケーション（遠隔医療や遠隔教育などのシステム）を

提供する電気通信事業者（情報サービス事業者）が、公共施設に必要な設備（回線

設備、サーバーなど）を設置した場合に適用されるもの。公共アプリケーションの

提供促進により、超高速ブロードバンドの魅力を高め、超高速ブロードバンド利用

率の向上を図ることを目的としてものであり、特に利用率向上を図るべき条件不利

地域で適用することとされた。 

適用実態調査結果（平成 23年度）

適用件数：０件、特別償却限度額 － 億円

所管官庁の要望及び政策評価

要望：対象事業者、対象設備の設置場所を拡充した上で、延長 

政策評価： 

・所管官庁の適用調査（聞き取り調査） 

平成 23 年度 ：適用０件、減収額 －百万円 

平成 24 年度 ：適用０件、減収額 －百万円（平成 24 年７月 31 日現在） 

・達成目標の測定指標：超高速ブロードバンド利用率：45％（平成 23 年度末。平成 24

年度末目標：60％） 

・本措置の用に民間企業等の投資を加速するインセンティブがなければ、利用率の大幅

な向上は見込めない。 

総務省による点検結果

 本租税特別措置が政策目標の達成にどの程度寄与するのか明らかではな

く、その効果の検証が困難などの指摘 



 

【平成 25年度改正案における見直し】 

 現行制度は適用件数がなく、クラウド・サービス（ソフトウェアやデー

タ、サーバなどの情報を、インターネットなどのネットワークを通じて利

用者に提供するサービス）の普及を勘案すれば、設備を公共施設に設置す

る必要性に乏しく、今後も活用される見込みがないことから廃止。 
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 平成２５年度関税改正における政策評価の活用について
 

 

 

 

○

 

 

○

 

 

 

 

○

 

   

 

 

政策評価の活用 
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 関税率の設定・関税制度の見直しに当たっては、各要望府省に対し、政策の目的、要

望措置の必要性・適正性・効果、政策評価の結果等の内容を記載した関税改正要望書の

提出を求めている。 

※ 関税改正要望書の具体的な記載項目は以下のとおり。 

 

《新 規 施 策》 ・政策の目的、要望措置の必要性・適正性・効果 

・要望措置の対象となる産業の現況、関税以外の施策  

・政策評価の結果 等 

《既存措置の延長》 上記に加え、 

・効果の検証、延長の必要性 等 

 関税改正要望の審査に当たっては、関税改正要望書を精査するとともに、その要望府

省に対するヒアリングに際して追加資料の提出及び説明を求めるなど、政策評価を活用

した関税改正を行っている。 

具体的な事例 

 関税改正要望の概要：指定保税地域の指定対象の拡充［国土交通省］ 

① 政策の目的 

・ 港湾運営会社が所有・管理する施設等について指定保税地域の指定の対象とし、税

関手続の簡易迅速な処理を可能とすることによって、港湾運営の民営化や港湾運営会

社による施設等の整備を推進し、もって我が国の港湾の国際競争力の強化を図る。 
 

② 要望措置の必要性 

・ 港湾運営の民営化や港湾運営会社による施設等の整備を推進することにより我

が国の港湾の国際競争力の強化を図るためには、港湾運営会社が整備する施設等

を指定保税地域の指定対象とし、税関手続の簡易迅速な処理可能とする措置が必

要である。 

③ 要望措置の適正性 

・ 港湾運営会社は、国又は港湾管理者の指定を受け、行政財産の貸付けを受けつ

つ、港湾の一体運営を行う株式会社であることから、港湾運営会社が所有・管理

する施設等は高い公共性を有しており、指定保税地域の指定対象とすることは適



正である。 

④ 政策評価の結果 

・ 「港湾経営の民営化」について政策評価を実施し、我が国港湾の国際競争力強

化を図る観点から、民の視点による港湾運営が必要であるとの結論を得ており、

平成 24 年度中には一部の港湾で港湾運営会社の指定が行われ、平成 25 年度に、港湾

運営会社が整備する施設の供用が開始される予定である。 
 

⑤ 要望措置の効果 

・ 港湾運営会社が所有・管理する施設等について、財務大臣による指定保税地域

の指定を受けられるようになることで、港湾運営の民営化や施設等の整備の促進

が図られる。 

 

 

○ 平成 23 年、港湾法の一部が改正され、港湾運営会社制度が創設された。港湾運営会

社は、国や港湾管理者が所有・整備する施設等の貸付けを受け、自らが所有・整備する

施設等と合わせ、一体的かつ一元的に運営するものであるが、国や地方公共団体が所

有・整備する施設等は既に指定保税地域の対象になっているものの、自らが所有・整備

する施設等については、現行制度においては、指定保税地域の対象にはならない。 

 港湾運営会社が運営する施設等を指定保税地域の対象に加えることは、税関手続の簡

易かつ迅速な処理を図ることにより、外国貿易の円滑化や促進に資するという指定保税

地域の設置の目的に合致しており、適当と考えられる。そして、港湾運営会社が運営す

る施設等が全て指定保税地域に指定されることで、港湾運営の民営化や港湾運営会社に

よる施設等の整備を推進し、我が国の港湾の国際競争力の強化に資するものと考えられ

ることから、当該改正を行うこととした。 

 

○

 

 

 
 

○

今後の課題 
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 各府省から提出される改正要望書について、政策評価の活用に資する観点からより充

実したものとなるよう、要望措置の効果を検証するための客観的指標の提示などを引き

続き各府省に求めつつ、その積極的な活用を進め、毎年度の関税改正作業においてより

多角的な検討を行っていくこととしたい。 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 25 年度財政投融資計画編成

における政策評価の活用 
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25 年度財政投融資計画においては、対象事業の重点化・効率化を図るとともに、「日

本経済再生に向けた緊急経済対策」等を踏まえ、引き続き東日本大震災からの復興に

対応しつつ、長期リスクマネー等を呼び水として供給し、民間投資の喚起、経営改善

に取り組む中小企業等の支援や日本企業の海外展開支援等に積極的に対応することと

しており、前年度当初計画と比べ、4.2％増の 18.4 兆円としたところである。 

財政投融資計画編成に当たっては、従来から、財政投融資対象事業の重点化・効率

化を図るため、要求時に事業規模や制度改正等要求事項について民業補完性・有効性・

財務の健全性への影響等の観点から政策評価を実施し、これらの内容を記載した資料

の提出を求め、これを審査において活用しているところである。 

25 年度財政投融資計画の編成過程における政策評価の活用例は以下のとおり。 

機関名 株式会社日本政策金融公庫（中小企業者向け業務・国民一般向け業務）

対象事業 

セーフティネット貸付（経営環境変化対応資金）【継続】 

社会的、経済的環境の変化等外的要因により、一時的に、売上の減

少等業況悪化を来しており、中長期的には、その業況が回復し、かつ、

発展することが見込まれる中小企業・小規模事業者に対して、経営基

盤の強化を図るために低利融資を行うもの 

要求の内容 

貸付利率について、認定経営革新等支援機関（以下「認定支援機関」

という。）等の経営指導等を受ける事業者に対する金利引下げ措置を

平成 26 年 3 月 31 日まで延長。 

① 認定支援機関又は日本政策金融公庫の経営指導を受けて事業計

画（経営改善計画）を策定し、借入後も定期的に経営指導を受け

る者 → ▲0.4％（従前は業況悪化を要件に▲0.3％） 

② 雇用維持又は雇用拡大を図る場合 → ▲0.2％ 

③ 上記①及び②のいずれにも該当する場合 → ▲0.6％ 

（従前は最大▲0.5％）  等 

（注）本施策は、その重要性にかんがみ、平成 24 年度補正予算（平

成 25 年 2 月 26 日成立）において、認定支援機関等を活用する金利

引下げ措置の拡充を前倒しして実施し、その取扱を平成 25 年度に

おいても継続するよう要求されたもの。 



  

 

 

 

 

各
省
庁
・
機
関
に
よ
る
政
策
評
価 

 ① 民業補完性 

社会的、経済的環境の変化により、一時的に資金繰りに困難をきたしている

ものを貸付対象としている貸付制度であり、民間金融機関では対応できない。 

② 有効性 

本貸付制度は、昭和 61 年度（国民一般向け業務においては平成 12 年度）の

制度創設以来、相応の実績を上げ、セーフティネット機能を果たしてきている

今後も社会的、経済的環境の変化等外的要因により資金繰りに困難をきたして

いる中小企業・小規模事業者を支援する必要がある。 

（単位 上段：件、下段：百万円）

。

    16 年度 17 年度 18 年度 19 年度 20 年度 21 年度 22 年度 23 年度 24 年度

中小 

事業 

件数 9,358 8,056 7,166 7,975 1,356 34,618 28,064 6,355 5,035

金額 434,633 347,329 299,901 346,500 798,175 2,622,281 1,984,558 368,688 336,591

国民 

事業 

件数 93,598 87,255 91,185 94,052 91,869 140,165 236,795 166,193 52,931

金額 818,824 760,140 745,833 720,792 749,672 1,173,573 2,271,246 1,636,668 556,973

(注 1)平成 24年度は 7月末までの実績。 

(注 2)平成 23・24年度は「東日本大震災復興特別貸付」でも資金繰り支援を実施。 

③ その他（財務の健全性への影響等） 

主務大臣の認可による貸付条件等に従って事業を行っており、主務省は適切

な貸付が行われているか公庫から報告を受けるとともに、必要に応じて指導・

監督を行っている。 

 

 

 

理
財
局
の
考
え
方 

 ① 民業補完性 

本貸付制度が対象とするのは、社会的・経済的環境の変化等外的要因によっ

て一時的に売上げの減少等業況悪化に陥っている中小企業・小規模事業者であ

る。これらの企業等は、一般的に信用リスクが高いことから、民間金融機関の

みでは資金供給が必要な水準に達しないことが考えられる。 

そのため、業況悪化に陥っているとしても、公庫の融資審査において、中長

期的にはその業況が回復し、かつ将来的な発展が見込まれる中小企業・小規模

事業者に対して、公庫が、金利引下げ措置を講じつつ貸付を行うことには民業

補完性が認められると考えられる。 
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② 有効性 

リーマンショック後の世界的な経済危機や近年の円高等の影響により、多く

の中小企業・小規模事業者は売上・利益の急減に見舞われ、資金繰りが著しく

悪化した（「資金繰り D.I（中小企業）の推移」参照）。 

足下では資金繰りの厳しさが改善する中、中小企業・小規模事業者に対して

資金繰りの支援のみならず、認定支援機関等による経営指導を要件とした低利

融資を行うことには、中小企業・小規模事業者の経営改善・経営力強化等の観

点から、有効性が認められると考えられる。 

、

 

資金繰り D.I（中小企業）の推移 

 

③ その他（財務の健全性への影響等） 

当該資金の貸付実行に際しては、他の貸付制度を利用する場合と同様、公庫

が申込先の事業見通しの精査等十分な融資審査を行っている。 

また、金利引下げ措置に所要の財政措置が取られることを前提に、特に経営

改善等に取り組む意欲のある中小企業・小規模事業者への貸付を行うことは、

償還確実性及び財務の健全性の観点からも、問題無いものと考えられる。 
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政
策
評
価
の
活
用
状
況 

 セーフティネット貸付（経営環境変化対応資金）については、その重要性に

かんがみ、平成 24 年度補正予算（平成 25 年 2 月 26 日成立）において、認定支

援機関等を活用する金利引下げ措置の拡充を前倒して実施し、その取扱を平成

25 年度においても継続するよう要求されたもの。 

各省庁・機関による政策評価を踏まえ、理財局として政策評価の観点から審

査を行った結果、民間金融機関が対応しにくい一時的に業況が悪化している中

小企業等に対して、公庫が資金繰り支援を行いつつ、金利引下げ措置を伴う低

利融資によって経営改善計画の策定等を支援し、中小企業・小規模事業者の「足

腰」の強化を図ることについては、民業補完性・有効性が認められる。 

よって、平成 25 年度計画において当該制度を継続することとした。 

（注）「日本経済再生に向けた緊急経済対策」（平成 25 年 1 月 11 日閣議決定）

においても、中小企業・小規模事業者の活力を引き出す観点から、上記のよ

うな制度の拡充について記述されている。 
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